
 
(注) 当社東京支店は、法定の縦覧場所ではありませんが、投資者の便宜を考慮して縦覧に供する場所としておりま

す。 
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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移は記載をして

おりません。 

４ 当社は子会社および関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。

５ 平成14年11月20日付で、１株につき1.1株の割合で株式分割を行ったことにより、平成15年３月期より発行

済株式総数が1,014,000株増加しております。 

なお、１株当たり当期純利益金額は、期首に分割が行われたものと仮定して計算しております。 

６ 平成15年12月11日付で公募による新株発行を行ったことにより、平成16年３月期より資本金が720,000千

円、発行済株式総数が1,000,000株それぞれ増加しております。 

７ 平成16年３月期の１株当たり配当額29円には、大阪証券取引所市場第一部上場記念配当２円を含んでおりま

す。 

８ 平成17年３月期の１株当たり配当額30円には、記念配当２円を含んでおります。 

９ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

10 平成19年３月期の１株当たり配当額52円には、会社創立90周年記念配当20円を含んでおります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第117期 第118期 第119期 第120期 第121期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 6,832,464 6,914,461 7,068,644 7,298,055 7,757,154

経常利益 (千円) 1,549,967 1,495,809 1,526,562 1,594,921 1,655,806

当期純利益 (千円) 852,846 872,594 910,388 978,250 962,998

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ─

資本金 (千円) 507,000 1,227,000 1,227,000 1,227,000 1,227,000

発行済株式総数 (千株) 11,154 12,154 12,154 12,154 12,154

純資産額 (千円) 12,066,225 14,235,745 14,681,536 15,549,708 16,218,019

総資産額 (千円) 15,133,936 17,497,631 18,096,673 19,645,596 20,686,687

１株当たり純資産額 (円) 1,092.51 1,185.61 1,234.20 1,324.43 1,386.33

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

27.00 
(13.00)

29.00
(13.50)

30.00
(14.00)

32.00 
(15.00)

52.00
(16.00)

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 72.23 72.38 71.86 78.54 82.32

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 79.7 81.3 81.1 79.2 78.3

自己資本利益率 (％) 7.1 6.6 6.3 6.5 6.0

株価収益率 (倍) 17.9 22.1 21.9 25.2 37.6

配当性向 (％) 33.3 40.1 41.7 40.7 63.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,449,498 1,446,990 1,405,543 1,483,902 1,158,191

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △479,244 △1,954,886 △256,391 △318,347 △1,292,884

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △506,404 1,067,822 △521,101 △629,146 △387,071

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 3,832,186 4,392,113 5,020,164 5,556,573 5,034,808

従業員数 (名) 146 134 134 135 143



２ 【沿革】 

当社は、大正６年２月医薬品の製造販売を目的として設立され、活性乳酸菌・糖化菌製剤“ビオフェル

ミン”の製造を始めました。また、その販売は株式会社武田長兵衛商店(現在の武田薬品工業株式会社)に

委託しております。 

爾来今日まで商号の変更はありましたが、主として乳酸菌製剤の製造販売を営み現在に至っておりま

す。この間の経過の概要は次のとおりであります。 

  

 
  

大正６年２月 神戸市中央区北長狭通５丁目に於て、資本金10万円にて株式会社神戸衛生実験所

として設立する。

大正８年５月 神戸市長田区二番町２丁目１番地に移転する。

昭和16年２月 東京に東京出張所を開設する。

昭和24年３月 株式会社神戸衛生実験所をビオフェルミン製薬株式会社と現商号に変更する。

昭和36年10月 株式を大阪証券取引所市場第２部に上場する。

(上場時 資本金 １億5,000万円)

昭和59年８月 東京出張所を東京営業所に名称変更する。

平成７年１月 阪神・淡路大震災により本社及び工場の倒壊等の大被害を受ける。

平成８年３月 本社を神戸市長田区二番町２丁目１番地より同三番町五丁目５番地に新築移転す

る。

平成８年３月 工場を神戸市長田区二番町２丁目１番地より神戸市西区井吹台東町七丁目３番４

に神戸工場として新築移転する。

平成11年４月 東京営業所を東京支店に呼称変更する。

平成15年９月 大阪証券取引所市場第２部より、大阪証券取引所市場第１部へ上場する。



３ 【事業の内容】 
当社は現在、医薬品・医薬部外品・食品の製造並びに販売を行っております。 

当社製品は武田薬品工業株式会社を通じ、国内・海外に販売しております。 

主な製品の流通経路は、次の図のとおりであります。 
 

  

   なお、当社のその他の関係会社である㈱T・ZONEキャピタルおよび当社のその他の関係会社の親会社である㈱

T・ZONEホールディングスとの取引は行っておりません。 

  

４ 【関係会社の状況】 
  

 
(注) １ 有価証券報告書を提出しております。 

２ 議決権の所有割合又は被所有割合の( )内は、間接所有割合で内数となっております。 

  

５ 【従業員の状況】 
(1) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数にはパートタイマーを含めておりません。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社にはビオフェルミン製薬労働組合(組合員数 平成19年３月末現在106名)が組織されており、同

組合は現在全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟(ＵＩゼンセン同盟)に加盟しております。

なお、労使間の問題は、労使協議会により健全かつ円満に解決されております。 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有割合 
又は被所有割合(％)

関係内容

(その他の関係会社の親会社) 
㈱T・ZONEホールディングス 
(注)１・２

東京都中央区 6,109 持株会社
被所有

36.3
(36.3)

―

(その他の関係会社) 
㈱T・ZONEキャピタル

東京都中央区 100
金融・
投資関連事業

被所有
36.3

―

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

143 39.5 16.9 6,026



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 

当期のわが国経済は、円安などによる堅調な輸出や設備投資の増勢、雇用賃金の増加もあって、景気

は産業界の一部には跛行的な部分があるものの、全般的には拡大のうちに推移したようであります。 

医薬品業界におきましては、昨年4月より診療報酬の大幅な引き下げとともに、薬価基準が業界平均

6.7％引き下げられたのをはじめ、高齢者医療費の個人負担増など医療費抑制策が強化され、また、一

般用医薬品市場は、健康食品やサプリメントなどの攻勢を受け、業界再編がさらに進むという苦しい展

開になりました。  

当社におきましては、当期の平成19年2月が会社創立90周年にあたることから、売上高の伸張をはか

るため、製品の優秀性と他社品との差別化を強調し、例年にも増した努力を傾注いたしましたが、その

うえ、昨年末より感染性胃腸炎の大流行が加わりました結果、売上高は77億5千7百万円と前期より

6.3％の増加となりました。  

その内訳は、新ビオフェルミンＳが前期に比べ4.4％増の43億7千万円となったほか、ビオフェルミン

止瀉薬（ししゃやく）、ビオフェルミン下痢止め、ビオフェルミン健胃消化薬錠や昨年2月に一般用医

薬品として新発売した、おなかのハリに対する効果を高めたビタミンC配合のビオフェルミンＶＣなど

の大衆向製品が、売上高全体の61.7％、売上高が依然として55％と高い伸び率となったビオフェルミン

錠剤やビオフェルミン、ビオフェルミンＲなどの医療用医薬品が36.3％で、その両方を合わせますと売

上高の98.0％となっております。このほか、健康食品製造用の乳酸菌製品や動物用ビオフェルミンが売

上高に含まれております。  

一方、経常利益につきましては、販売促進関係の費用の増加や当期が商法に替えて、会社法の適用を

受けることになり、役員賞与金を経費として計上することとしたため、前期に比べ6千万円（3.8％）増

の16億5千5百万円となりました。  

また、当期純利益につきましては、前期のような特別利益がなかったため、前期に比べ1千5百万円

（1.6％）減の9億6千2百万円となりました。  

会社創立90周年という節目にあたる当期に、それなりの業績をあげ得ましたことは、ひとえに株主の

皆さま方のご後援の賜ものと存じ、厚く御礼申し上げます。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益が前期に比べ若

干減少したものの16億５千５百万円（前期は16億６千７百万円）と好調であったのに対し、有形固定資

産の取得による支出および売上債権の増加を源泉とした収入の減少等があり、５億２千１百万円減少

し、当期末は50億３千４百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における営業活動による資金の増加は、11億５千８百万円（前期は14億８千３百万円の増加）と

なりました。  

これは、営業収益の向上に取り組み、税引前当期純利益が16億５千５百万円と好調であったものの、

売上債権の増加、法人税等の支払額の増加等があったことによるものであります。  

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における投資活動による資金の減少は、12億９千２百万円（前期は３億１千８百万円の減少）と

なりました。  

これは、主に試験研究・管理棟の建設に関連した有形固定資産の取得によって12億９千３百万円の支

出（前期は２億３千万円の支出）があったことを反映したものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における財務活動による資金の減少は３億８千７百万円（前期は６億２千９百万円の減少）とな

りました。  

これは、株主総会決議による配当金並びに中間配当金の支払（３億８千５百万円）があり、取締役会

決議による自己株式の取得がなかった（前期は２億６千４百万円の支出）ことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 生産実績金額の算定基準は当社の販売価格によっております。 

２ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ ビオフェルミン下痢止め及びビオフェルミン錠剤は、株式会社陽進堂に生産を委託しており 

ます。 

  

(2) 受注実績 

当社は製品ごとの販売計画を基準として、生産計画を立案し、これによって生産を行っており、 

受注生産は行っておりません。 

  

種別

当事業年度
(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

前年同期比(％)
生産金額(千円)

新ビオフェルミンＳ 4,332,583 5.5

ビオフェルミン止瀉薬 165,172 19.0

ビオフェルミン下痢止め 143,690 △1.8

ビオフェルミン健胃消化薬錠 67,576 △13.3

ビオフェルミンＶＣ 107,110 3.2

ビオフェルミンＲ 1,116,063 7.2

ビオフェルミン 1,292,895 △4.4

ビオフェルミン錠剤 487,620 52.1

ビオスミン 27,433 △13.1

健康食品 147,932 26.5

動物用ビオフェルミン 20,563 11.0

その他 11,279 △58.3

合計 7,919,921 5.8



(3) 販売実績 

  

 
(注) １ 主な販売先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次の通りであります。 

  

 
２ 上記販売実績の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

種別

当事業年度
平成18年４月１日～平成19年３月31日

前年同期比(％)
販売金額(千円)

新ビオフェルミンＳ 4,370,701 4.4

ビオフェルミン止瀉薬 140,059 1.6

ビオフェルミン下痢止め 132,281 2.7

ビオフェルミン健胃消化薬錠 60,535 △ 4.6

ビオフェルミンＶＣ 68,091 △ 25.7

ビオフェルミンＲ 1,037,946 12.5

ビオフェルミン 1,291,636 △ 0.2

ビオフェルミン錠剤 455,901 55.3

ビオスミン 27,740 △ 4.1

健康食品 137,121 17.3

動物用ビオフェルミン 17,550 8.5

その他 17,588 3.9

合計 7,757,154 6.3

相手先

第120期 第121期

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

武田薬品工業㈱ 7,165,033 98.18 7,602,483 98.01



３ 【対処すべき課題】 

今後の日本経済は、なお緩やかな安定成長の軌道を維持すると推測されますが、外需の動きや円高へ

のシフトなどの動向によっては、その見方を変える必要があると思われます。   

医薬品業界におきましては、高齢化の進展に伴う社会保障財源の悪化がさらに深刻化することは明ら

かであり、これに伴う医療費抑制策がますます強化されるなど、厳しい環境が続くものと思われます。

また外資系を含む企業間の販売競争や新薬開発競争は一段と熾烈化するなか、各企業とも勝ち抜くため

のさまざまな施策を講じてくるものと予想され、その動向によっては業界に思わぬ影響を与えることも

考えられます。  

当社を取り巻く経営環境への懸念といたしましては、医療費抑制策や一般用医薬品の販売制度全般の

見直しと市場の凋落傾向が憂慮されるほか、原材料価格の高騰などの動きも気掛かりなところでありま

す。  

当社といたしましては、当社製品は安全性が充分認知されたすぐれた必要不可欠な医薬品であること

を引き続き訴求し、国の内外ともどもに販路の伸張をはかる一方、コスト面のいっそうの節減に努めて

まいる所存であります。  

また、現在建設が進行中の試験研究・管理棟は、今年の秋には竣工の運びであり、これにより既存建

物は製品製造専用棟として使用が可能となるため、いっそうの効率化・合理化を実現し生産体制の拡充

を確立いたします。一方、新棟におきましては研究体制の一段の充実・強化をはかり、当社事業の根幹

とする乳酸菌そのものが持つセルフメディケーション（自己治療）やセルフプリベンション（自己予

防）の可能性を徹底的に追求し、さらには当社のすぐれた『ヒト由来の乳酸菌』の多方面への有用性を

解明するなかで、「腸は健康の源」を基本理念とした新製品の開発を促進する所存であります。  

当社はこれからもビオフェルミンブランドを継続的に高め、人々の健康増進に寄与すべく取り組んで

まいりますとともに、消費者の安全に対する意識が高揚するなかで、生命関連企業としての責任を深く

自覚し、品質保証体制の一段の強化をはかり、全てにおいて高い倫理観をもって厳しい時代に即応した

経営を推進して業績の向上に努めてまいります。  

株主の皆さまには今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜わりますようお願い申し上げます。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

  

１ 当社の事業内容について 

(1) 製品の特徴について 

当社の主な取扱い製品は、医薬品（医療用・一般用）と医薬部外品であり、その大部分が乳酸菌が

主成分の整腸薬であります。また整腸剤のほかにも一般用医薬品では乳酸菌を配合した下痢止薬、便

秘薬、胃腸薬など消化器官系に特化した製品構成となっております。 

なお、当社製品は（医薬品、医薬部外品ともに）戦略として生菌製剤(乳酸菌)に特化した製品構成

としておりますので、乳酸菌に対する評価の変化により、業績に影響が出る可能性があります。 

また、当社の売上高の61％程度が一般大衆向製品（医薬品・医薬部外品）であるため、市場におけ

る価格競争の激化により販売価格が著しく下落した場合には、売上高に少なからず影響を与える可能

性もあります。 

(2) 武田薬品工業株式会社への販売依存度が高いことについて 

当社は、創業時より販売を武田薬品工業株式会社に委託する契約を締結しており、同社に対する販

売依存度は高くなっております。 

当社としては、今後も武田薬品工業株式会社との取引関係を継続していく方針でありますが、同社

との契約・取引内容等に変化が生じた場合において、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、平成18年３月期及び平成19年３月期の同社への販売依存度は下記のとおりであります。 
  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  
２ 法的規制について 

相手先
平成18年３月期 平成19年３月期

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

武田薬品工業㈱ 7,165,033 98.18 7,602,483 98.01



当社は、薬事法及び関連法規等により医薬品・医薬部外品の製造・販売につき規制を受けており、各

種許認可、免許の取得を必要とします。 

その主な内容は以下のとおりであります。 
  

 
 (注) 卸売一般販売業の店舗とは、医薬品の保管設備(倉庫)及び事務室を総称したものであります。 

  

３ 医療制度改革による影響について 

国民医療費は年々増加しており、特に高齢化が進行するわが国では老人医療費の伸びが大きくなって

きています。厚生労働省は、増え続ける医療費に歯止めをかけるため、診療報酬の大幅な引き下げや薬

価基準の引き下げ、高齢者医療費の個人負担増等の医療費抑制策を強化しています。 

今後も実施される医療費抑制策の一環としての定期的な薬価引き下げはもとより、後発医薬品の使用

促進や新たな高齢者医療制度の創設等、今後の動向が業界全体に大きな影響を与える可能性がありま

す。 

さらに医療用医薬品の生菌製剤については、処方せんの交付を受けた者のみに対して販売または授与

できる処方せん医薬品に指定されていないことから、今後の動向が当社製品及び業績へ大きな影響を及

ぼす可能性があります。 

  

４ 医薬品販売規制緩和による影響について 

政府が進める規制緩和政策の一つとして消費者の利便性を配慮し、一般用医薬品のうち安全性の高い

品目が選定され、コンビニエンスストア等一般小売店での販売が平成16年７月30日から実施されており

ます。当社の主力製品である新ビオフェルミンＳはこの対象となっておりますが、これまで品質確保や

情報提供の必要性の観点から、従来の薬局薬店のみでの販売を継続しております。一方で同種品を有す

る他メーカーの一部は販路拡大による市場拡大を見込み、一般小売店での販売を展開しており、また、

他の医薬品成分を配合した医薬品としての整腸薬を発売する等、これらの動向や今後の対応が当社製品

および業績へ大きな影響を及ぼす可能性があります。 

さらに、医薬品のリスク等の程度に応じた医薬品販売制度を含む薬事法改正が、随時、施行されてい

ます。この販売制度見直し政策の動向が当社製品および業績へ大きな影響を及ぼす可能性があります。

  

５ 薬事法による医薬品の再評価について 

生菌製剤は、過去１回再評価(注)の対象品目に指定され、有用性に関する審査を受け、現在に至って

います。今後も再評価を受けることが考えられるため、生菌製剤に関する品質・有効性及び安全性に関

する情報の整理を行うなど対策を検討しております。 

生菌製剤に関する品質・有効性及び安全性に関する基準が変更されることも考えられ、その場合には

当社製品及び業績に影響を及ぼす可能性もあります。 
  

(注) 再評価 

 既に承認された医薬品について、現時点における学問的水準から品質・有効性及び安全性を見直す制度で、

国(厚生労働省)が審査を行います。 

  

許認可等の名称 所轄官庁等 許可・免許に関する内容 有効期限

第二種医薬品製造販売業許可
（みなし）

都道府県知事 薬事法第12条 各事業所５年ごと更新

医薬部外品製造販売業許可
（みなし）

都道府県知事 薬事法第12条 各事業所５年ごと更新

動物用医薬品製造販売業許可
（みなし）

都道府県知事 薬事法第12条 各事業所５年ごと更新

医薬品製造業許可 都道府県知事 薬事法第13条 各事業所５年ごと更新

医薬部外品製造業許可 都道府県知事 薬事法第13条 各事業所５年ごと更新

動物用医薬品製造業許可 都道府県知事
薬事法第13条 

(第83条の2）
各事業所５年ごと更新

卸売一般販売業 
(サンプル卸)許可

都道府県知事 薬事法第24条 各店舗(注)６年ごと更新



６ 主要株主について 

株式会社T・ZONEホールディングス(ジャスダック上場、コード8073)の子会社である株式会社T・ZONE

キャピタルが、平成19年３月31日現在、当社発行済株式総数の34.9％を保有していることが株主名簿に

より確認されております。 

このため、株式会社T・ZONEキャピタル及び株式会社T・ZONEホールディングスの経営方針等により、

当社の経営、業績・財政状態及び株価等は影響を受ける可能性があります。 

株式会社T・ZONEホールディングスの最近の連結業績等は下表のとおりであります。詳細について

は、同社有価証券報告書等をご覧下さい。 

  

 
  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は創業時より、販売は武田薬品工業株式会社を通じて行う旨の契約を締結して、現在に至っており

ます。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社は研究部門を設置し、乳酸菌の専門メーカーとして医薬品分野を中心に研究活動を行っておりま

す。 

人々の健康のためによりよい医薬品を供給することを目的に、有用乳酸菌のさまざまな疾患に対する予

防・治療効果の研究および製品への応用、乳酸菌製剤等の消化器官用医薬品を主体とした研究開発並びに

乳酸菌の有効性を追及する基礎研究を行うとともに、製品の品質・生産性を向上するための技術開発にも

取り組んでおります。 

当年度におきましても乳酸菌の有する効果について、多方面への研究を進めており、当事業年度におけ

る研究開発費の総額は160,370千円であります。 

  

売上高 
(百万円)

経常利益
(百万円)

当期純利益
(百万円)

期末純資産 
(百万円)

期末総資産
(百万円)

平成17年３月期 25,418 2,537 2,827 22,253 56,789

平成18年３月期 35,070 5,158 6,779 30,347 90,516

平成19年３月期 41,398 6,965 5,758 46,910 131,411



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

(流動資産) 

当事業年度末における流動資産の残高は、104億７千３百万円（前期比３億３千４百万円増）となり

ました。その主な要因は、有形固定資産取得に伴う現金および預金の減少（64億５千６百万円から59億

３千４百万円へ５億２千１百万円の減）があったものの、売掛金の増加や１年以内に償還される国債

（５億円）を固定資産から振替えたこと等によるものであります。  

  

(固定資産) 

当事業年度末における固定資産の残高は、102億１千２百万円（前期比７億６百万円増）となりまし

た。その主な要因は、１年以内に償還される国債（５億円）を流動資産に振替えたことによる減少や有

形固定資産の減価償却による減少等があったものの、試験研究・管理棟建設に伴う建設仮勘定や当社保

有株式の時価が増加等があったことによるものであります。  

  

(負債) 

当事業年度末における負債合計の残高は、44億６千８百万円（前期比３億７千２百万円増）となりま

した。その主な要因は、販売促進関係の経費の増加による未払金が増加したこと（12億８千７百万円か

ら15億８千２百万円へ２億９千５百万円増）、その他有価証券の評価差額に係る繰延税金負債の増加等

により繰延税金負債が増加したこと（16億２千３百万円から17億３千１百万円へ１億８百万円増）によ

るものであります。  

  

(純資産) 

当事業年度末における純資産の残高は、162億１千８百万円（前期比６億６千８百万円増）となりま

した。その主な要因は、平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分により剰余金の配当１億９

千８百万円、役員賞与５千５百万円を支払ったことと取締役会決議による剰余金の配当（中間配当）１

億８千７百万円を支払ったことによる減少があったものの、当期純利益が９億６千２百万円であったこ

と、その他有価証券の評価差額金が増加したこと（16億７千２百万円から18億２千万円へ１億４千７百

万円増）等によるものであります。  

  

  

(2) 経営成績 

「１ 業績等の概要 (1) 業績 (2) キャッシュ・フローの状況」を参照願います。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

経営全般にわたり効率化をはかり、業績の向上をはかるために必要な設備投資を実施しております。 

当事業年度における設備投資の総額は13億５千６百万円であります。その内訳は、製造設備等の改善を

目的とした投資が１億５千３百万円で、それ以外は平成16年３月に取得した神戸工場に隣接する新工場用

地における第1期工事として、昨年11月に起工した試験研究・管理棟の建設仮勘定への計上分が12億３百

万円であり、所要資金は全額自己資金にてまかないました。  

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成19年３月31日現在

 
(注) １ 建物には、構築物8,120千円を含めております。 

２ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 
  

 
(注) 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

区分
事業所名 
(所在地)

従業員数 
(人)

土地 
帳簿価額 
(千円) 

(面積 ㎡)

建物
帳簿価額 
(千円)

機械装置
帳簿価額 
(千円)

車両運搬具
帳簿価額 
(千円)

工具器具備品 
帳簿価額 
(千円)

合計 
(千円)

生産研究 
設備

神戸工場 
(神戸市西区)

87
1,802,015
(12,998)

1,015,797 728,204 681 34,760 3,581,460

新工場建設用地 
(神戸市西区)

─
1,435,105
(14,237)

─ ─ ─ ─ 1,435,105

管理販売 
設備

本社 
(神戸市長田区)

38
2,010
(416)

214,427 ─ ─ 7,188 223,626

東京支店 
(東京都中央区)

18 ― ─ ─ ─ 38 38

寮・社宅他 
(神戸市長田区他)

─
7,837

(2,015)
38,438 ─ ─ ─ 46,276

設備名
予算金額 
(千円)

既支払額 
(千円)

今後の
所要資金 
(千円)

着手年月
完成予定
年月

完成後の 
生産能力

試験研究・管理棟 2,078,800 1,200,000 878,800
平成18年
６月

平成19年
９月

研究開発管理体制の充実
並びに工場生産力の増
強・合理化

充填包装ライン新設 420,000 ─ 420,000
平成19年
６月

平成20年
５月

生産能力の増強、効率化

空調機用吸収式冷凍機取替 71,890 47,920 23,970
平成18年

８月
平成19年
５月

老朽化による更新

打錠機部品取替 34,800 ─ 34,800
平成17年

12月
平成19年
６月

老朽化による更新

噴霧乾燥機改造 19,500 ─ 19,500
平成19年
６月

平成20年
５月

品質向上、生産能力の 
増強

培養装置 16,700 ─ 16,700
平成19年
５月

平成19年
９月

研究開発体制の充実

充填機改造 13,000 ─ 13,000
平成19年

５月
平成19年
９月

品質向上

計 2,654,690 1,247,920 1,406,770 ― ― ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 平成14年11月20日付で、平成14年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の

所有株式数を１株につき1.1株の割合をもって分割いたしました。 

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 12,154,000 12,154,000
大阪証券取引所
市場第一部

―

計 12,154,000 12,154,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年11月20日 
(注)１

1,014,000 11,154,000 ― 507,000 ― 14,457

平成15年12月11日 
(注)２

1,000,000 12,154,000 720,000 1,227,000 720,000 734,457

２ 有償一般募集増資  発行価格  1,520円  発行価額  1,440円  資本組入額  720円



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式455,454株は、「個人その他」に4,554単元、「単元未満株式の状況」の欄に54株含めて記載してお

ります。なお、期末日現在の実質的な所有株式数は、455,454株であります。 

２ 上記、「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 平成19年３月31日現在で当社が所有している自己株式は455千株で、実質上４位にあたりますが、上記の表には

含めておりません。 

なお、所有している自己株式の発行済株式総数に対する割合は、3.7％であります。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 5 10 33 7 0 2,137 2,192 ―

所有株式数 
(単元)

0 9,455 131 56,790 988 0 53,942 121,306 23,400

所有株式数 
の割合(％)

0.0 7.8 0.1 46.8 0.8 0.0 44.5 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社T・ZONEキャピタル 東京都中央区日本橋室町３－２－15 4,236 34.9

武田薬品工業株式会社 大阪市中央区道修町４丁目１番１号 1,216 10.0

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 821 6.8

細 見 英 男 神戸市中央区 275 2.3

寺 谷 一 憲 兵庫県芦屋市 171 1.4

高 津 久美子 東京都渋谷区 147 1.2

大 西 章 史 兵庫県西宮市 121 1.0

ビオフェルミン製薬従業員持株
会

神戸市長田区三番町５丁目５番地 96 0.8

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 94 0.8

ノーザン トラスト カンパニ
ー（エイブイエフシー） サブ 
アカウント アメリカン クラ
イアント 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店)

 
 
50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14 
5NT UK 
 
(東京都中央区日本橋3丁目11-1)

80 0.7

計 ― 7,260 59.7



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」の欄の普通株式には当社所有の自己株式54株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権1個)含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 455,400

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 11,675,200 116,752 ―

単元未満株式  
普通株式 23,400 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 12,154,000 ― ―

総株主の議決権 ― 116,752 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の 
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
ビオフェルミン製薬 
株式会社

神戸市長田区三番町 
五丁目５番地

455,400 ― 455,400 3.7

計 ― 455,400 ― 455,400 3.7



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

 
  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

会社法第155条第７号による取得 

 
（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取および買増による株式は含めておりません。 

  

  

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 705 1,684

当期間における取得自己株式 121 376

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(単元未満株式の買増請求に
よる売渡)

97 145 ─ ─

保有自己株式数 455,454 ─ 455,575 ―



３ 【配当政策】 

当社は、会社法第459条の定めに基づき、平成18年6月29日開催の定時株主総会において、剰余金の配当

等を行う決定機関を取締役会とする旨の定款変更を行っており、当事業年度より剰余金の配当等について

は取締役会で決議することとしております。  

当社の剰余金の配当につきましては、中間配当および期末配当の年２回、安定的に配当することを基本

姿勢とし、配当性向40％をめどとして、各事業年度の業績を勘案したうえで決定いたします。  

当事業年度におきましては、1株当たり普通配当金16円に会社創立90周年記念配当金20円を加えまし

て、あわせて1株当たり36円とすることを平成19年5月22日開催の取締役会で決議しております。  

なお、当社は、平成18年12月8日を効力発生日として1株当たり16円の中間配当を実施しておりますの

で、当事業年度における配当額は1株当たり52円、配当性向は63.2％となります。  

また、内部留保金につきましては、企業体質を強化し、将来の収益向上と利益還元に寄与する原資とし

て活用していく予定であります。  

  

(注)基準日が当該事業年度に属する取締役会決議による剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 当社は平成15年９月１日に大阪証券取引所市場第一部に上場しておりますので、最高・最低株価は、平成15

年８月31日までは大阪証券取引所市場第二部におけるもの、平成15年９月１日以降については大阪証券取引

所市場第一部におけるものであります。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

平成18年11月21日 187,182 16

平成19年5月22日 421,147 36

回次 第117期 第118期 第119期 第120期 第121期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円)
1,395

※1,350
1,700 1,650 2,070 3,780

最低(円)
995

※1,115
1,250 1,300 1,540 1,730

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,979 2,060 3,780 2,900 3,280 3,120

最低(円) 1,875 1,911 1,970 2,300 2,605 2,750



５ 【役員の状況】 
  

 
(注) １ 監査役 松本輝臣および望月明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までの１年であります。 

３ 監査役 狭間泰俊および松本輝臣の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月

期に係る定時株主総会終結の時までの４年であります。 

４ 監査役 望月明の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主

総会終結の時までの４年であります。 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長 

代表取締役
大 西 章 史 昭和６年５月５日

昭和29年３月 当社入社

（注）２ 121

昭和56年６月 総務部長

昭和58年８月 取締役就任

昭和59年８月 常務取締役就任

昭和60年８月 代表取締役就任(現)

昭和61年８月 専務取締役就任

昭和62年８月 取締役社長就任(現)

常務取締役 東京駐在 淺 海 達 弘 昭和17年１月13日

昭和39年４月 当社入社

(注）２ 40

平成５年８月 販売管理部長

平成７年８月 取締役就任

平成７年８月 営業部長

平成11年６月 常務取締役就任(現)

平成11年６月 営業本部長

平成13年６月 東京駐在(現)

常務取締役
神戸工場長  

学術開発部長  
藤 本 孝 明 昭和28年２月27日

昭和50年４月 当社入社

(注）２ 2

平成11年４月 学術部次長

平成13年４月 学術部長

平成16年６月 取締役就任

平成17年４月 学術開発部長(現)

平成19年６月 常務取締役就任(現)

平成19年６月 神戸工場長（現）

取締役 総務部長 北 原 弘 雄 昭和16年10月11日

昭和35年３月 当社入社

（注）２ 33
昭和58年６月 総務部次長

昭和60年７月 総務部長(現)

昭和62年８月 取締役就任(現)

取締役 製造部長 寺 谷 一 憲 昭和22年７月26日

昭和45年４月 武田薬品工業株式会社入社

（注）２ 171

平成５年４月 同社退社

平成５年４月 当社入社

平成５年６月 社長室長

平成７年８月 取締役就任(現)

平成７年８月 製造部長(現)

取締役 研究部長 山 村 秀 樹 昭和34年12月１日

平成９年４月 当社入社

（注）２ 1
平成11年４月 研究部次長

平成13年４月 研究部長（現）

平成19年６月 取締役就任（現）

監査役 

常勤
狭 間 泰 俊 昭和15年４月17日

昭和39年４月 当社入社

（注）３ 11

平成５年８月 東京営業所長

平成13年６月 営業本部長事務取扱

平成15年４月 営業本部長

平成16年６月 常勤監査役就任(現)

監査役 松 本 輝 臣 昭和12年３月３日

平成元年６月 株式会社大広取締役に就任

（注）３ 2

平成６年６月 同社常務取締役に就任

平成12年３月 同社代表取締役専務に就任

平成14年６月 同社代表取締役副社長に就任

平成15年６月 同社代表取締役副社長を退任

平成16年６月 当社監査役就任(現)

監査役 望 月   明 昭和15年12月９日

平成９年７月 大阪国税局調査第一部 次長

（注）４ ─

平成10年７月 神戸税務署長

平成11年７月 退官

平成11年８月 税理士業を開業(現）

平成15年６月 株式会社日阪製作所監査役に

就任(現)

平成18年６月 当社監査役就任(現)

計 383



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

コーポレート・ガバナンスは、製薬会社として心身ともに健康な長寿社会に貢献するとともに株主の

利益を重視した経営を行うためにも重要な要件であると考え、取締役制度及び監査役制度等の機能を十

分に発揮させる事により、適正なコーポレート・ガバナンスが実施できる体制を構築しております。 

  

  

(2) コーポレート・ガバナンス体制と実施の状況 

① 取締役会 

十分な議論のうえに迅速かつ柔軟に意思決定および経営判断できるよう必要最少人数での構成を基

本としており、現在は取締役６名で構成しております。 

なお、当社の取締役は７名以内とする旨を定款で定めております。 

また、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

取締役会は毎月１回を原則として開催し、業績の進捗についても議論し、方針を決定しておりま

す。 

  

② 監査役制度 

当社では、従来の監査役制度を継続しております。 

監査役は、取締役会に出席するとともに、定期的な業務監査等を実施することで積極的な情報収集

に努め、取締役の職務執行を十分に監視できる体制となっております。 

現在は監査役３名（うち社外監査役２名）で構成しております。 

  

③ 監査室 

当社では監査室を設置しており、随時必要な内部監査を実施しております。 

また、社内の重要な会議への出席により情報の収集を行うほか、監査役や会計監査人との連携・協

調を図ることにより、相互に監査の質を向上させるよう努めております。 

  

④ コンプライアンス委員会 

当社ではコンプライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアンス・プログラム基準を作成

し、社内における推進体制も適正に構築しております。 

コンプライアンス委員会を必要に応じて開催するとともに、従業員に資料を配布するなど、社内に

おける推進活動にも取り組んでおります。 

  

  

(3) 社外取締役および社外監査役と当社との関係 

① 社外取締役 

当社には社外取締役はおりません。 

  

② 社外監査役 

当社には社外監査役が２名おりますが、当社との関係は次のとおりであります。 

 
  

  

(4) 会計監査の状況について 

当社はみすず監査法人と監査契約を締結し、当期の監査証明に係る業務を執行した公認会計士の氏名

は藤井靜雄、高橋和人であります。監査業務に係る補助者は、公認会計士が４名、会計士補が２名、そ

の他が２名であります。 

  

氏名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他の利害関係

松本輝臣 なし 当社株主 なし なし

望月 明 なし なし なし なし



(5) 役員報酬及び監査報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以

下のとおりであります。 

① 役員報酬 

 
  

(注)１ 上記の取締役の報酬には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

  ２ 平成元年８月の定時株主総会において、取締役の報酬額は月額1,000万円以内（ただ 

     し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。 

  ３ 平成８年８月の定時株主総会において、監査役の報酬額は月額250万円以内と決議い 

     ただいております。 

  ４ 上記の報酬には、当事業年度中に役員賞与引当金として費用処理した6,000万円を含  

     んでおります。 

  ５ 上記のほか、平成19年６月28日開催の第121期定時株主総会の決議により、退職慰労 

     金（退任取締役１名に9,300千円、退任監査役１名に7,130千円）を支払います。 

  

② 監査報酬 

 
  

(6) 剰余金の配当等の決定機関 

当社は株主の皆さまへ機動的な利益還元ができるようにするため、剰余金の配当等会社法第459条第

１項に定める事項については、法令に特段の定めがある場合を除き、取締役会決議によって定めること

とする旨を定款で定めております。 

取締役に対する報酬 ： 138,090千円（当社には社外取締役はおりません)

監査役に対する報酬 ： 18,600千円（うち、社外監査役分 4,200千円)

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 ： 11,000千円

上記以外の業務に基づく報酬はありません。



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第120期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、第121期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第120期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)の財務諸表については、中央青山監査法人により監査を受け、第121期事業年度(平成18年４

月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表については、みすず監査法人により監査を受けておりま

す。 

なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、

みすず監査法人となりました。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 6,456,573 5,934,808

 ２ 売掛金 3,230,953 3,511,236

 ３ 有価証券 ― 500,034

 ４ 製品 145,652 155,782

 ５ 原材料 48,952 58,199

 ６ 仕掛品 92,447 76,877

 ７ 貯蔵品 16,713 25,939

 ８ 繰延税金資産 138,343 139,885

 ９ その他 9,881 70,953

   流動資産合計 10,139,518 51.6 10,473,716 50.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 3,320,535 3,320,260

    減価償却累計額 1,948,804 1,371,731 2,059,717 1,260,542

  (2) 構築物 101,353 100,703

    減価償却累計額 91,031 10,322 92,582 8,120

  (3) 機械装置 4,088,811 4,139,338

    減価償却累計額 3,196,690 892,120 3,411,133 728,204

  (4) 車両運搬具 7,070 7,070

    減価償却累計額 6,076 993 6,388 681

  (5) 工具器具備品 379,105 380,021

    減価償却累計額 326,503 52,602 338,034 41,987

  (6) 土地 3,246,969 3,246,969

  (7) 建設仮勘定 ― 1,251,721

    有形固定資産合計 5,574,740 (28.3) 6,538,228 (31.6)

 ２ 無形固定資産

  (1) 特許権 2,036 2,037

  (2) 商標権 8,024 6,683

  (3) ソフトウェア 5,483 2,839

  (4) その他 3,867 1,208

    無形固定資産合計 19,411 (0.0) 12,768 (0.0)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 3,900,198 3,650,746

  (2) 敷金 9,511 9,148

  (3) 会員権 1,800 1,800

  (4) その他 1,110 972

  (5) 貸倒引当金 △694 △694

    投資その他の資産合計 3,911,926 (19.9) 3,661,972 (17.7)

    固定資産合計 9,506,077 48.3 10,212,970 49.3

資産合計 19,645,596 100 20,686,687 100



前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度  
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 13,340 24,086

 ２ 未払金 1,287,079 1,582,405

 ３ 未払法人税等 453,833 353,024

 ４ 預り金 8,465 14,967

 ５ 返品調整引当金 12,000 11,700

 ６ 販売促進引当金 50,000 62,000

 ７ 賞与引当金 174,938 175,026

 ８ 役員賞与引当金 ─ 60,000

   流動負債合計 1,999,657 (10.1) 2,283,211 (11.0)

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 1,623,424 1,731,537

 ２ 退職給付引当金 255,090 221,057

 ３ 役員退職慰労引当金 217,715 232,861

   固定負債合計 2,096,230 (10.6) 2,185,456 (10.5)

   負債合計 4,095,887 20.8 4,468,668 21.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 1,227,000 (6.2) ― (―)

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 734,457 ―

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 126 126 ― ―

   資本剰余金合計 734,584 (3.7) ― (―)

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 126,750 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 退職慰労準備積立金 62,500 ―

  (2) 従業員退職基金 30,000 ―

  (3) 配当準備積立金 210,000 ―

  (4) 固定資産圧縮積立金 1,060,837 ―

  (5) 別途積立金 9,890,000 ―

 ３ 当期未処分利益 1,216,174 ―

   利益剰余金合計 12,596,262 (64.1) ― (―)

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,672,640 (8.5) ― (―)

Ⅴ 自己株式 ※２ △680,779 (△3.4) ― (―)

   資本合計 15,549,708 79.2 ― ―

負債・資本合計 19,645,596 100 ― ―



 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度  
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― (―) 1,227,000 (5.9)

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 734,457

  (2) その他資本剰余金 ― 168

   資本剰余金合計 ― (―) 734,626 (3.5)

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 126,750

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 ― 1,056,291

    別途積立金 ― 10,592,500

    繰越利益剰余金 ― 1,342,650

   利益剰余金合計 ― (―) 13,118,192 (63.4)

 ４ 自己株式 ― (―) △682,318 (△3.2)

   株主資本合計 ― (―) 14,397,500 (69.5)

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― 1,820,518

   評価・換算差額等合計 ― (―) 1,820,518 (8.8)

  純資産合計 ― ― 16,218,019 78.3

  負債・純資産合計 ― ― 20,686,687 100



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 7,298,055 100 7,757,154 100

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首棚卸高 96,553 145,652

 ２ 当期製品製造原価 ※２ 2,215,750 2,233,696

合計 2,312,304 2,379,349

 ３ 他勘定振替高 ※１ 13,069 8,667

 ４ 製品期末棚卸高 145,652 2,153,582 155,782 2,214,898

   売上総利益 5,144,472 5,542,255

   返品調整引当金繰入差額 1,500 300

   差引売上総利益 5,145,972 70.5 5,542,555 71.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売促進費 234,057 229,926

 ２ 販売促進引当金繰入額 50,000 62,000

 ３ 発送配達費 26,988 30,483

 ４ 宣伝広告費 2,455,988 2,699,982

 ５ 役員報酬 ─ 97,275

 ６ 給与・手当 364,363 276,459

 ７ 賞与引当金繰入額 69,155 68,599

 ８ 役員賞与引当金繰入額 ─ 60,000

 ９ 退職給付費用 7,760 9,078

 10 役員退職慰労引当金 
   繰入額

15,993 15,999

 11 福利厚生費 51,717 52,469

 12 事務費 62,882 58,153

 13 減価償却費 24,086 21,430

 14 研究開発費 ※２ 118,893 160,370

 15 事業所税 1,683 1,740

 16 その他 95,083 3,578,654 49.0 101,674 3,945,641 50.8

   営業利益 1,567,318 21.5 1,596,914 20.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 296 3,189

 ２ 有価証券利息 426 1,141

 ３ 受取配当金 39,019 46,778

 ４ 受取賃貸料 5,570 6,123

 ５ 契約違約金収入 ─ 11,095

 ６ 雑収入 6,881 52,194 0.7 6,848 75,177 0.9



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 寄附金 7,632 6,909

 ２ 原材料廃棄損 2,830 254

 ３ 固定資産除却損 11,117 3,406

 ４ 電話加入権評価損 ─ 2,361

 ５ 雑損失 3,012 24,591 0.3 3,352 16,284 0.2

   経常利益 1,594,921 21.9 1,655,806 21.3

Ⅵ 特別利益

   土地売却益 72,722 72,722 1.0 ─ ─ ─

   税引前当期純利益 1,667,643 22.9 1,655,806 21.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

742,000 689,000

   法人税等調整額 △52,607 689,392 9.4 3,807 692,807 8.9

   当期純利益 978,250 13.4 962,998 12.4

   前期繰越利益 413,499 ―

   中間配当額 175,575 ―

   当期未処分利益 1,216,174 ―



製造原価明細書 

  

   

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 原材料費 800,880 36.2 823,648 37.1

Ⅱ 労務費 531,899 24.0 546,932 24.6

Ⅲ 経費

 １ 減価償却費 421,233 359,086

 ２ その他 459,682 880,915 39.8 488,459 847,545 38.2

   当期総製造費用 2,213,696 100 2,218,126 100

   期首仕掛品棚卸高 94,501 92,447

    合計 2,308,198 2,310,574

   期末仕掛品棚卸高 92,447 76,877

   当期製品製造原価 2,215,750 2,233,696

(注) 前事業年度 当事業年度

１ 原価計算の方法：総合原価計算であります。 １ 原価計算の方法：同左

２ 原価に算入した引当金は、賞与引当金92,396千

円、退職給付引当金12,406千円であります。

２ 原価に算入した引当金は、賞与引当金91,767千

円、退職給付引当金11,770千円であります。



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

  

 
  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他  
資本剰余金

利益準備金
その他

利益剰余金
（注）1

平成18年３月31日残高 (千円) 1,227,000 734,457 126 126,750 12,469,512 △680,779 13,877,067

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩（注)２ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

 固定資産圧縮積立金の取崩 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

 別途積立金の積立（注)２ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

 別途積立金への振替 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

 剰余金の配当（注)２ ─ ─ ─ ─ △198,885 ─ △198,885

 剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ △187,182 ─ △187,182

 役員賞与（注)２ ─ ─ ─ ─ △55,000 ─ △55,000

 当期純利益 ─ ─ ─ ─ 962,998 ─ 962,998

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △1,684 △1,684

 自己株式の処分 ─ ─ 42 ─ ─ 145 187

株主資本以外の項目の事業年度中の 
変動額（純額） (千円)

事業年度中の変動額合計（千円） ─ ─ 42 ─ 521,930 △1,539 520,432

平成19年３月31日残高 (千円) 1,227,000 734,457 168 126,750 12,991,442 △682,318 14,397,500

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 (千円) 1,672,640 1,672,640 15,549,708

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩（注)２ ─ ─ ─

 固定資産圧縮積立金の取崩 ─ ─ ─

 別途積立金の積立（注)２ ─ ─ ─

 別途積立金への振替 ─ ─ ─

 剰余金の配当（注)２ ─ ─ △198,885

 剰余金の配当 ─ ─ △187,182

 役員賞与（注)２ ─ ─ △55,000

 当期純利益 ─ ─ 962,998

 自己株式の取得 ─ ─ △1,684

 自己株式の処分 ─ ─ 187

株主資本以外の項目の事業年度中の 
変動額（純額） (千円)

147,877 147,877 147,877

事業年度中の変動額合計（千円) 147,877 147,877 668,310

平成19年３月31日残高 (千円) 1,820,518 1,820,518 16,218,019



(注）１．その他利益剰余金の内訳 

 
  

２．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

退職慰労 

準備積立金

従業員 

退職基金

配当準備 

積立金

固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

その他 

利益剰余金 

合計

平成18年３月31日残高 (千円) 62,500 30,000 210,000 1,060,837 9,890,000 1,216,174 12,469,512

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩（注)２ ─ ─ ─ △2,325 ─ 2,325 ─

 固定資産圧縮積立金の取崩 ─ ─ ─ △2,220 ─ 2,220 ─

 別途積立金の積立（注)２ ─ ─ ─ ─ 400,000 △400,000 ─

 別途積立金への振替 △62,500 △30,000 △210,000 ─ 302,500 ─ ─

 剰余金の配当（注)２ ─ ─ ─ ─ ─ △198,885 △198,885

 剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ ─ △187,182 △187,182

 役員賞与（注)２ ─ ─ ─ ─ ─ △55,000 △55,000

 当期純利益 ─ ─ ─ ─ ─ 962,998 962,998

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

 自己株式の処分 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

株主資本以外の項目の事業年度中の 
変動額（純額） (千円)

事業年度中の変動額合計 (千円) △62,500 △30,000 △210,000 △4,546 702,500 126,476 521,930

平成19年３月31日残高 (千円) ─ ─ ─ 1,056,291 10,592,500 1,342,650 12,991,442



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前当期純利益 1,667,643 1,655,806

 ２ 減価償却費 464,201 394,217

 ３ 返品調整引当金の減少額 △ 1,500 △ 300

 ４ 販売促進引当金の増加額 2,000 12,000

 ５ 賞与引当金の増加額 42,935 88

 ６ 役員賞与引当金の増加額 ─ 60,000

 ７ 退職給付引当金の増加額(△減少額) 8,870 △ 34,032

 ８ 役員退職慰労引当金の増加額 15,993 15,146

 ９ 受取利息及び受取配当金 △ 39,742 △ 51,110

 10 受取賃貸料 △ 5,570 △ 6,123

 11 土地売却益 △ 72,722 ─

 12 固定資産除却損 11,146 5,768

 13 役員賞与支払額 △ 55,000 △ 55,000

 14 売上債権の増加額 △ 54,044 △ 280,283

 15 たな卸資産の増加額 △ 41,416 △ 13,031

 16 仕入債務の増加額（△減少額） △ 9,588 10,745

 17 未払金の増加額 121,661 205,493

 18 未払消費税等の増加額（△減少額） △ 19,768 27,122

 19 その他 12,715 △ 51,278

    小計 2,047,816 1,895,227

 20 利息及び配当金の受取額 37,078 46,729

 21 賃貸料の受取額 5,570 6,123

 22 法人税等の支払額 △ 606,563 △ 789,889

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,483,902 1,158,191

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △ 1,600,000 △ 1,700,000

 ２ 定期預金の払戻による収入 1,920,000 1,700,000

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △ 230,843 △ 1,293,008

 ４ 有形固定資産の売却による収入 92,870 ─

 ５ 無形固定資産の取得による支出 △ 3,485 ─

 ６ 投資有価証券の取得による支出 △ 500,115 ─

 ７ その他 3,225 123

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 318,347 △ 1,292,884

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 自己株式の取得による支出 △ 264,862 △ 1,684

 ２ 自己株式の売却による収入 578 187

 ３ 配当金の支払額 △ 364,862 △ 385,574

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 629,146 △ 387,071

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 536,408 △ 521,764

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 5,020,164 5,556,573

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,556,573 5,034,808



⑤ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度

平成18年６月29日

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,216,174

Ⅱ 任意積立金取崩額

   固定資産圧縮積立金
   取崩額

2,325 2,325

合計 1,218,499

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 198,885

 ２ 役員賞与金 55,000

    (うち監査役分) (5,000)

 ３ 任意積立金

    別途積立金 400,000 653,885

Ⅳ 次期繰越利益 564,614



重要な会計方針 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

   満期保有目的の債券

    償却原価法（定額法）

   その他有価証券

    ・時価のあるもの

      決算末日の市場価格等に基づく時価法

      (評価差額は全部資本直入法により処理   

 し、売却原価は移動平均法により算定)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

   満期保有目的の債券

    同左

   その他有価証券

    ・時価のあるもの

      事業年度末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

    ・時価のないもの 

      移動平均法による原価法

    ・時価のないもの 

      同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   製品・仕掛品…総平均法による原価法 

   原材料…移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   製品・仕掛品…同左 

   原材料…同左

３ 固定資産の減価償却の方法

   有形固定資産…定率法

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。

建物および構築物 ３～50年

機械装置   ７年

工具器具備品 ２～20年

３ 固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産…同左

   無形固定資産…定額法

ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法。

   無形固定資産…同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

    一般債権

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実

績率法により計上しております。

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

    一般債権

     同左

    破産更生債権等

    個別に回収可能性を評価し、回収不能見込額を

計上しております。

    破産更生債権等

     同左

 (2) 返品調整引当金

    返品による損失に備えるため、法人税法の規定

に基づく限度相当額を計上しております。

 (2) 返品調整引当金

     同左

 (3) 販売促進引当金

    販売した製品について実施した販売奨励策に伴

う販売促進費の支出に備えるため、小売店への

納入額に対し過去の支払実績率を乗じた額を計

上しております。

 (3) 販売促進引当金

     同左



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 賞与引当金

    従業員に対する賞与の支給にあてるためのもの

であり、支給見込額基準により計上しておりま

す。

 (4) 賞与引当金

     同左

 (5)         ―――  (5) 役員賞与引当金

    役員に対する賞与の支給にあてるためのもので

あり、支給見込額に基づき、当事業年度負担額

を計上しております。

    (会計方針の変更)

    当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第4号）を適用しております。

    この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経

常利益および税引前当期純利益が、60,000千円

減少しております。

 (6) 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務に基づき計上しております。

 (6) 退職給付引当金

     同左

 (7) 役員退職慰労引当金

    役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

 (7) 役員退職慰労引当金

     同左

５ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金・随時引出し可能な預金

からなっております。

５ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

     同左

６ その他財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

６ その他財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

     同左



会計方針の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

―――

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、

16,218,019千円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

――― （自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正） 

 当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号）及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８

月11日 企業会計基準適用指針第２号）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― （損益計算書）

 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「給与・手

当」に含めて記載しておりました「役員報酬」を当事業

年度より区分掲記することとしました。

 なお、前事業年度の販売費及び一般管理費の「給与・

手当」に含まれる「役員報酬」の額は97,690千円であり

ます。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１ 授権株数は普通株式30,000,000株、発行済株式総

数は普通株式12,154,000株であります。

※１         ―――

※２ 自己株式

   当社が保有する自己株式の数は普通株式454,846

株であります。

※２         ―――

 ３ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

1,672,640千円であります。

 ３         ―――

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 ※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

 

販売費及び一般管理費(販売促進費) 11,597千円

営業外費用(仕掛品廃棄損) 1,472千円

合計 13,069千円
 

販売費及び一般管理費(販売促進費) 7,472千円

営業外費用(仕掛品廃棄損) 1,195千円

合計 8,667千円

 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に 

含まれる研究開発費 118,893千円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に 

含まれる研究開発費 160,370千円



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 
 増加数の主な内訳は、次の通りであります。 
  単元未満株式の買取による増加    705株 

  
 減少数の主な内訳は、次の通りであります。 
  単元未満株式の買増請求による減少   97株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 12,154,000 ─ ─ 12,154,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 454,846 705 97 455,454

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 198,885 17 平成18年3月31日 平成18年6月30日

平成18年11月21日 
取締役会

普通株式 187,182 16 平成18年9月30日 平成18年12月8日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年5月22日 
取締役会

普通株式
繰越利益 
剰余金

421,147 36 平成19年3月31日 平成19年6月29日



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に 

 掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,456,573千円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△900,000千円

現金及び現金同等物 5,556,573千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に  

 掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,934,808千円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△900,000千円

現金及び現金同等物 5,034,808千円

２ 重要な非資金取引の内容 

   該当事項はありません。

２ 重要な非資金取引の内容 

   同左

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。

 

該当事項はありません。 

 



(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  
(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

(2) その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 当該株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合に、回復する見込みのない

ほど著しい下落があったものとみなして、減損処理を適用することとしております。 

  

(3) 時価のない主な有価証券 
  

 
  

(4) その他有価証券のうち満期のあるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

 
  

区分 種類
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

時価が貸借対照表計上額を

超えるもの
国債 ― ― ―

時価が貸借対照表計上額を

超えないもの
国債 500,091 497,640 △2,451

合計 500,091 497,640 △2,451

区分 種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1) 株式 563,477 3,398,461 2,834,984

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 563,477 3,398,461 2,834,984

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 563,477 3,398,461 2,834,984

区分 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 1,645

区分
１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

債券

(1) 国債 ― 500,000 ― ―

(2) その他 ― ― ― ―

小計 ― 500,000 ― ―



当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  
(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

(2) その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 当該株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合に、回復する見込みのない

ほど著しい下落があったものとみなして、減損処理を適用することとしております。 

  

(3) 時価のない主な有価証券 
  

 
  

(4) その他有価証券のうち満期のあるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

区分 種類
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

時価が貸借対照表計上額を

超えるもの
国債 ─ ─ ─

時価が貸借対照表計上額を

超えないもの
国債 500,034 499,240 △794

合計 500,034 499,240 △794

区分 種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1) 株式 563,477 3,649,101 3,085,624

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

小計 563,477 3,649,101 3,085,624

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

(1) 株式 ─ ─ ─

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─

合計 563,477 3,649,101 3,085,624

区分 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 1,645

区分
１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

債券

(1) 国債 500,000 ─ ─ ─

(2) その他 ─ ─ ─ ─

小計 500,000 ─ ─ ─

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

デリバティブ取引を全く行なっておりませんので該当事

項はありません。
同左



(退職給付関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

 
  

(税効果会計関係) 
  

 
  

(持分法損益等) 
  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用

しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用

しております。

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 255,090千円

退職給付引当金 255,090千円

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 221,057千円

退職給付引当金 221,057千円

３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 24,934千円

３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 36,919千円

４ 退職給付債務の計算基礎

  簡便法のうち、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を採用しております。

４ 退職給付債務の計算基礎

  簡便法のうち、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を採用しております。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

未払事業税否認 35,170千円

賞与引当金否認 71,724千円

退職給付引当金否認 104,587千円

役員退職慰労引当金否認 89,263千円

投資有価証券評価損否認 77,743千円

販売促進引当金否認 20,500千円

その他 13,849千円

繰延税金資産合計 412,838千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

未払事業税否認 28,956千円

賞与引当金否認 71,760千円

退職給付引当金否認 90,633千円

役員退職慰労引当金否認 95,473千円

投資有価証券評価損否認 77,743千円

販売促進引当金否認 25,420千円

その他 17,500千円

繰延税金資産合計 407,487千円

 

繰延税金負債

建物圧縮積立金 △34,293千円

土地圧縮積立金 △701,282千円

有価証券評価差額 △1,162,343千円

繰延税金負債合計 △1,897,920千円

繰延税金資産純額 △1,485,081千円

繰延税金負債

建物圧縮積立金 △32,750千円

土地圧縮積立金 △701,282千円

有価証券評価差額 △1,265,105千円

繰延税金負債合計 △1,999,139千円

繰延税金資産純額 △1,591,651千円

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

関連会社がありませんので、該当事項はありません。 関連会社がありませんので、該当事項はありません。



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  
１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) 取引金額については、消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品の販売については、同社からの注文により納品し、価格等については、売買契約書において 
決めております。 

  

２ 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

  

３ 子会社等 

該当事項はありません。 

  

４ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  
１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) 取引金額については、消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品の販売については、同社からの注文により納品し、価格等については、売買契約書において 
決めております。 

  

２ 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

  

３ 子会社等 

該当事項はありません。 

  

４ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 

  

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

法人 
主要株主

武田薬品工業 
株式会社

大阪市 
中央区

63,540,977
医薬品等の 
製造・売買

(直接被所有)
10.42

なし
当社製品の
一手販売

医薬品等の
販売

7,165,033 売掛金 3,201,562

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

法人 
主要株主

武田薬品工業 
株式会社

大阪市 
中央区

63,540,977
医薬品等の 
製造・売買

 直接所有
0.03

(直接被所有)
10.42

なし
当社製品の
一手販売

医薬品等の
販売

7,602,483 売掛金 3,480,295



(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益金額 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１株当たり純資産額 1,324円43銭 １株当たり純資産額 1,386円33銭
 

１株当たり当期純利益金額 78円54銭 １株当たり当期純利益金額 82円32銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) ─ 16,218,019

普通株式に係る純資産額(千円) ─ 16,218,019

普通株式の発行済株式数(千株) ─ 12,154

普通株式の自己株式数(千株) ─ 455

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数(千株)

─ 11,698

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(千円) 978,250 962,998

普通株主に帰属しない金額(千円) 
(うち利益処分による役員賞与金)

55,000
(55,000)

─
(─)

普通株式に係る当期純利益(千円) 923,250 962,998

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,755 11,698

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。 同左



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

その他有価証券

武田薬品工業㈱ 300,000 2,319,000

関西電力㈱ 80,085 271,488

㈱三井住友 
フィナンシャルグループ

248.31 265,691

㈱メディセオ・パルタック 
ホールディングス

111,760 250,901

㈱りそなホールディングス 574.34 182,065

㈱三菱ＵＦＪ 
フィナンシャル・グループ

78.90 104,937

大阪瓦斯㈱ 156,623 71,576

三井トラスト・ 
ホールディングス㈱

42,542 49,433

東京瓦斯㈱ 66,809 43,893

㈱日興コーディアルグループ 25,086 42,219

東京電力㈱ 6,245 25,167

その他６銘柄 54,903 24,371

計 3,650,746

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

(有価証券)

満期保有目的の債券

利付国庫債券（２年） 235回 200,000 199,990

利付国庫債券（２年） 236回 100,000 100,016

利付国庫債券（２年） 238回 200,000 200,026

計 500,000 500,034



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注）１ 当期増加額のうち主なものは以下のとおりであります。 

 
  

２ 当期減少額のうち主なものは以下のとおりであります。 

 
  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

建物 3,320,535 341 615 3,320,260 2,059,717 111,400 1,260,542

構築物 101,353 ─ 650 100,703 92,582 1,562 8,120

機械装置 4,088,811 101,630 51,103 4,139,338 3,411,133 262,991 728,204

車両運搬具 7,070 ─ ─ 7,070 6,388 311 681

工具器具備品 379,105 2,666 1,750 380,021 338,034 13,108 41,987

土地 3,246,969 ─ ─ 3,246,969 ─ ─ 3,246,969

建設仮勘定 ― 1,260,121 8,400 1,251,721 ─ ─ 1,251,721

有形固定資産計 11,143,846 1,364,758 62,519 12,446,085 5,907,856 389,373 6,538,228

無形固定資産

特許権 4,118 563 ─ 4,682 2,644 561 2,037

商標権 13,408 ─ ─ 13,408 6,725 1,340 6,683

ソフトウェア 34,451 ─ 14,290 20,161 17,321 2,643 2,839

水道施設利用権 4,500 ─ ─ 4,500 3,291 297 1,208

電話加入権 2,361 ─ 2,361 0 ─ ─ 0

無形固定資産計 58,840 563 16,651 42,752 29,983 4,843 12,768

  機械装置 ジェミニ打錠機改造 38,300千円

流動造粒乾燥機用集塵機（4台） 12,053千円

ボイラおよび集中管理装置 16,581千円

  建設仮勘定 試験研究・管理棟 1,203,801千円

空調機用冷凍機（2台） 47,920千円

  機械装置 ジェミニ打錠機 19,200千円



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 返品調整引当金の当期減少額(その他)は、税法の規定に基づく洗替えによるものであります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 694 ─ ─ ─ 694

返品調整引当金 12,000 11,700 ─ 12,000 11,700

販売促進引当金 50,000 62,000 50,000 ─ 62,000

賞与引当金 174,938 175,026 174,938 ─ 175,026

役員賞与引当金 ─ 60,000 ─ ─ 60,000

役員退職慰労引当金 217,715 15,999 853 ─ 232,861



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 売掛金 

(イ)相手先内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

種類 金額(千円)

現金 797

預金

当座預金 815,309

普通預金 2,352,501

通知預金 1,866,200

定期預金 900,000

合計 5,934,808

相手先名 金額(千円)

武田薬品工業㈱ 3,480,295

武田キリン食品㈱ 19,656

シェリングプラウ・アニマルヘルス㈱ 11,285

合計 3,511,236

前期繰越高 
(千円) 
(Ａ)

当期発生高 
(千円) 
(Ｂ)

当期回収高 
(千円) 
(Ｃ)

次期繰越高 
(千円) 
(Ｄ)

回収並びに滞留状況

回収率
(％)

＝
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間 
(ヶ月)

＝(Ｄ)÷
(Ｂ)
12

3,230,953 8,145,011 7,864,728 3,511,236 69.1 5.1



③ 製品 
  

 
  

④ 原材料 
  

 
  

⑤ 仕掛品 
  

 
  

⑥ 貯蔵品 
  

 
  

⑦ 買掛金 
  

 
  

⑧ 未払金 
  

 
  

⑨ 繰延税金負債 

「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 注記事項(税効果会計関係)」に記載のとおりであります。

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

摘要 金額(千円) 摘要 金額(千円)

新ビオフェルミンS 33,688 ビオフェルミン止瀉薬 7,584

ビオフェルミン 30,091 ビオフェルミン下痢止め 7,181

ビオフェルミン錠剤 23,274 動物用ビオフェルミン 6,807

ビオフェルミンR 16,833 乳酸菌バルク 6,259

ビオフェルミンＶＣ 12,020 ビオスミン 1,653

ビオフェルミン 
健胃消化薬錠

9,027 ビオピコ錠 1,360

合計 155,782

摘要 金額(千円) 摘要 金額(千円)

原料 28,283 包装・梱包材料 29,915

合計 58,199

摘要 金額(千円) 摘要 金額(千円)

乳酸菌原末 40,307 その他 36,570

合計 76,877

摘要 金額(千円) 摘要 金額(千円)

製造機械部品 16,471 その他 9,467

合計 25,939

相手先 金額(千円) 相手先 金額(千円)

武田薬品工業㈱ 4,349 松谷化学工業㈱ 3,144

東海アルミ箔㈱ 4,257 商業印刷紙器㈱ 2,224

久金属工業㈱ 3,563 その他 6,547

合計 24,086

摘要 金額(千円) 摘要 金額(千円)

宣伝広告費 1,394,238 社会保険料 26,674

設備関係未払金 64,175 事業所税の未納付額 8,358

消費税等の未納付額 39,907 その他 49,051

合計 1,582,405



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）会社法第440条第４項の規定により、決算公告は行いません。 

  

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、500株券、100株券、100株未満を表示する株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

取扱場所
〒541-8583 大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部

株主名簿管理人 株式会社だいこう証券ビジネス

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき150円(併合を除く)

株券喪失登録

株券登録申請料 １件につき10,000円

株券登録料 １枚増すごとに500円

新株券交付手数料 印刷税相当額

単元未満株式の買取・ 
買増

取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社

買取・買増手数料 無料

買増請求の受付停止 
期間

毎年３月31日から起算して12営業日前から３月31日までの間および９月30日から起算
して12営業日前から９月30日までの間

公告掲載方法 日本経済新聞 (注)

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

   

 
平成18年４月３日、平成18年５月８日、平成18年６月１日、平成18年７月３日、 
近畿財務局長に提出 

  

 
  

  

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第120期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出

  
(2)

  
自己株券買付状況報告書

(3) 半期報告書 (第121期中)
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

平成18年12月21日 
近畿財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

ビオフェルミン製薬株式会社 

取 締 役 会    御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているビオフェルミン製薬

株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１２０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ビオフェルミン製薬

株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 井   弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 和 人 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

ビオフェルミン製薬株式会社 

取 締 役 会    御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているビオフェルミン製薬

株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１２１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ビオフェルミン製薬

株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 靜 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 和 人 
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